
きょうたんごの予算グラフでみる

ご覧いただく際の参考にしてください。
　●市の予算は、『年度』という期間を使っています。
　　平成25年度とは、平成25年4月1日から平成26年3月31日までをいいます。
　　平成26年度とは、平成26年4月1日から平成27年3月31日までをいいます。
　●京丹後市の人口　5万8,882人（平成26年3月31日現在の住民基本台帳による数値です。）
　　市の借金や貯金の、市民1人あたりの金額を計算する基礎に使いました。

　市の収入で一番金額の多いものは、国から配分される地方交付税の140億円で、次いで国府支出金57億
102万円、市債（借金のことで、地方債とも呼ばれます）50億6,700万円の順となっています。

〈市税の内訳〉
　京丹後市の市税は、市民税、固定資産税、軽自動車税、市
たばこ税、鉱産税、入湯税などがあります。
　市税の内訳をみると、固定資産税が23億1,068万円で市税
の約5割近くを占めており、次いで個人市民税が18億2,164
万円、市たばこ税が3億6,000万円となっています。

〈市税の推移〉
　平成19年度の税源移譲で所得税（国税）が減少し個人市民
税（地方税）が増加したことにより、一時的に市税収入は伸
びましたが、近年では、年々減少傾向にあります。平成26年
度については、個人市民税が、東日本大震災からの復興の関
係で均等割額が500円増加（H26～H35年度）することによる
増収を見込み、市税全体としては0.8％の微増となっています。

参考

平成26年度の収入の内訳

　平成25年度と平成26年度の一般会計予算を、その目的ごとにグラフで表しました。平成26年度の予算で
みると民生費（老人福祉、児童福祉など）が105億6,385万円と最も多く、次いで公債費（借金の返済金など）
の46億9,539万円、衛生費（医療対策、環境保全など）の44億6,127万円、総務費（地域振興、情報化推進など）
の37億7,301万円、教育費（教育総務、社会教育など）の31億3,351万円という順になっています。
　平成25年度と比較すると、民生費が7億4,362万円増加しています。これは、臨時福祉給付金給付事業で
2億2,936万円、障害福祉サービス事業で1億6,005万円、子育て世帯臨時特例給付金給付事業で7,527万円、
弥栄統合保育所整備事業で8億174万円などが増加したためです。また、衛生費も6億4,447万円増加してい
ます。これは、予防接種事業で4,804万円、火葬場建設事業で3億7,352万円、水道事業会計操出金で4,953
万円などが増加したことによるものです。

　平成26年度の一般会計予算をその性質ごとにグラフにしました。
　人件費（職員の給料など）、公債費（借金の返済金）のように性質的な見方で区分した予算を「性質別予算」
といい、上記の目的別予算とともによく利用されます。
　平成26年度の予算でみると、投資的経費（工事請負費や用地購入費、災害復旧費など）が59億5,513万
円と最も多く、次いで人件費の56億2,280万円、物件費（臨時職員の賃金、光熱水費、委託料など）の55
億4,296万円、公債費の46億9,539万円という順になっています。
　人件費、公債費および扶助費（生活保護費、医療給付費など）は、必ず支払わなければならない経費であり、
義務的経費といいます。この義務的経費の割合が高くなると、市民のみなさんへの助成金や道路の改良工
事などを縮小しなくてはならないことになります。
　また、収入（特に税金など）が減ると、任意的経費（補助金、施設の管理費など）や投資的経費をより
多く削減する必要があり、市が独自に事業を実施したくてもできない、いわゆる「財政の硬直化」が進む
ことになります。

平成26年度の支出の内訳

市税の状況
軽自動車税
1億5,683万円（3.2%）

市税の合計
49億2,413万円

その他（入湯税、鉱産税
など）4,696万円

（1.0%）

法人市民税
2億2,802万円（4.6%）

市たばこ税
3億6,000万円
（7.3%）

個人市民税
18億2,164万円
（37.0%）

固定資産税
23億1,068万円
（46.9%）
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（注）平成24年度以前は決算額、平成25年度および平成26年度は予算計上額です。
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341億
9,000万円

民生費
105億6,385万円

98億2,023万円 49億2,059万円 38億1,680万円 38億9,321万円 21億8,815万円

29億5,212万円 12億9,573万円 11億4,786万円

公債費
46億9,539万円

衛生費
44億6,127万円

総務費
37億7,301万円

土木費
23億9,867万円

農林水産業費
14億6,700万円教育費

31億3,351万円
消防費
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その他
4億2,523万円

3億8,153万円

9億8,378万円

商工費
13億4,613万円

■義務的経費…給与（人件費）、借金の返
済金（公債費）、生活保護
費（扶助費）など、法令な
どにより支出が義務づけら
れている経費です。

■任意的経費…市の判断により任意に
支出できる経費。各種
団体への補助金や施設
の管理経費などがあり
ます。

■投資的経費…道路や学校、橋などの
社会資本の整備にあた
る経費で、工事請負費
や用地購入費、災害復
旧費などがあります。

性質別支出

H26
341億
9,000万円

地方交付税
140億円

138億5,000万円 44億6,150万円 44億5,187万円 48億8,574万円 16億8,483万円

10億8,200万円 9億8,406万円

市債
50億6,700万円

国府支出金
57億102万円

市税
49億2,413万円

その他
16億6,368万円

各種交付金等 11億2,350万円

H25
314億円
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繰入金 17億1,067万円

依存財源（75.8％） 自主財源（24.2％）
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人件費
56億2,280万円

扶助費
45億4,836万円

公債費
46億9,539万円

物件費
55億4,296万円

補助費等 28億3,593万円 積立金ほか 12億6,822万円

繰出金
37億2,121万円

投資的経費
59億5,513万円

56億7,824万円 43億6,707万円 49億2,059万円 50億433万円 36億7,322万円 39億3,814万円

23億9,298万円 14億2,543万円

義務的経費（43.5％） 任意的経費（39.1％） 投資（17.4％）
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